
3 月

令和 14 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

（令和５年３月３１日現在）

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

法適（全部適用・一部適用）
非適の区分

（一部適用）
令和５年４月１日

5

6

:　平成13年度(21年)

:　平成18年度(16年)

:　平成13年度(21年)

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

平成３１年度に、し尿、浄化槽汚泥及び下水汚泥を一元的に処理するため、江津浄化センターを整備し、汚泥処理の共同化を
実施している。

（令和５年３月３１日現在）

:　平成13年度(21年)

江津市下水道事業経営戦略

江津市

下水道事業

事業の現況

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

計 画 期 間 ：

年

年度

公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

農業集落排水事業（桜江中央）

農業集落排水事業（川越）

小規模排水処理事業

個別排水処理事業

:　平成17年度(17年)

:　平成18年度(16年)

令和

令和 ～

処 理 区 域 内 人 口 密 度

:　 27.7　人／ha

:　 23.4　人／ha

:　 20.8　人／ha

:　 11.2　人／ha

:　 ----　人／ha

:　 ----　人／ha

公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

農業集落排水事業（桜江中央）

農業集落排水事業（川越）

小規模排水処理事業

個別排水処理事業

:　 １　処理区

:　 １　箇所

:　 １　箇所

:　 １　箇所

:　 123　基

流域下水道等への
接続の有無

なし

【江津西処理区】

【波子処理区】

【桜江中央処理区】

【川越処理区】

【風の里団地】

【合併処理浄化槽】

【江津西処理センター・江津浄化センター】

【波子処理センター】

【桜江中央地区処理場】

【川越地区処理場】

【風の里団地合併処理浄化槽】

【合併処理浄化槽】

:　 １　処理区

:　 １　処理区

処 理 区 数

公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

農業集落排水事業（桜江中央）

農業集落排水事業（川越）

小規模排水処理事業

個別排水処理事業

公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

処 理 場 数
農業集落排水事業（桜江中央）

農業集落排水事業（川越）

小規模排水処理事業

個別排水処理事業

:　 １　処理区

:　 １　処理区

:　 123　基

:　 ２　箇所

:　 １　箇所

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。
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② 使　用　料

③ 組　織

【

【

【

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

等

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

該当なし

該当なし

 イ　指定管理者制度

民 間 活 用 の 状 況

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和３年度

令和２年度

・　従量制　（基本料金に水道使用水量を加算）

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　な　し

【　　参　考　：　　２　か　月　請　求　　　】

２３１　円　】

２４４　円　】

２５７　円　】

２６８　円　】

１，８０４　円

１９４　円 　　11 ～  20 ㎥ 　：

 　　21 ～  30 ㎥ 　：

 　　31 ～  40 ㎥ 　：

 　　41 ～  50 ㎥ 　：

 　　51 ～100 ㎥ 　：

 　 101 ～300 ㎥ 　：

 　 301 ～      ㎥ 　：

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

月

２０６　円

２１８　円

２３１　円

２４４　円

２５７　円

２６８　円

システム保守管理業務

処理場運転業務

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

マンホールポンプ施設維持管理業務
処理場維持管理業務

下水道汚泥処理業務
下水道汚泥運搬業務
合併処理浄化槽清掃保守点検業務
電気保安業務

【　係　 　長 ： １名　】

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

・　水道水以外の水を使用している場合は、使用人数により汚水の量を認定

　　 （水道水と併用する場合は比較して多い方を汚水の量として認定する。）

基本料

超過料金

月　　　　　　額

（1㎥につき）

・　水道水以外の水を使用している場合は、使用人数により汚水の量を認定

　　 （水道水と併用する場合は比較して多い方を汚水の量として認定する。）

・　従量制　（基本料金に水道使用水量を加算）

 　　　0 ～  10 ㎥ 　： 【　 　　 0 ～  20 ㎥ 　：

【　 　　21 ～  40 ㎥ 　：

【　 　　41 ～  60 ㎥ 　：

【　 　　61 ～  80 ㎥ 　：

【　 　　81 ～100 ㎥ 　：

【　 　 101 ～200 ㎥ 　：

【　 　 201 ～600 ㎥ 　：

【　 　 601 ～      ㎥ 　：

３，６０８　円　】

１９４　円　】

２０６　円　】

２１８　円　】

【　 　　　　参　考　：　　２　か　月　　　】

 　　　１人 　： １０　㎥ 【　    　　　　 １人 　： ２０　㎥　】

 　　　２人 　： １６　㎥ 【　 　 　　　　 ２人 　： ３２　㎥　】

以降１人増加につき２㎥ずつ加算 【 以降１人増加につき４㎥ずつ加算 】

【以降１人増加につき１０㎥ずつ加算】以降１人増加につき５㎥ずつ加算

月 【　　　 　　参　考　：　　２　か　月　　　】

 　　　１人 　： １０　㎥ 【　   　　 　　 １人 　： ２０　㎥　】

４，５００　　円

４，３２１　　円

４，５０２　　円

１　人　】

６　人　】

１　人　】

３，６０８　　円

３，６０８　　円

３，６０８　　円

【　係　 　員 ： ２名　】

職 員 数
合　計 8　名

一般会計支弁職員　：

公共下水道事業特別会計会計支弁職員　：

農業集落排水事業特別会計支弁職員　：

令和４年度

令和３年度

令和２年度

事 業 運 営 組 織

上 下 水 道 部 門 参 事

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

【　係　 　長 ： １名　】

【　係　 　員 ： １名　】

（職員数には含めない）

建 設 係

業 務 係

【　参事　：　１名　】 下 水 道 課

【 課　 　長 ： １名 】

【課長補佐 ： ２名】
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（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

別紙、令和３年度の経営分析比較表を添付しています。（※なお、令和３年度は地方公営企業法適用前となります。）

該当なし

江津西処理場拡張予定用地を来庁車、公用車及び市役所職員
駐車場として、貸し出しを行い収益を施設維持管理費に充当。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

　国立社会保障・人口問題研究所によると、本市の人口は、令和2年度末の２２，８３７人から約30年後の2040年には１５，６６９人まで減少すると推測されています。
　しかしながら、第2期江津市版総合戦略では、人口減少のスピードを緩やかに導き、2040年の将来人口フレームを１７，３５１人として設定しており、本戦略最終年令
和14年度末の市内人口を１９，１６９人と予測しています。

有収水量の予測

　下水道使用料の対象汚水水量である有収水量の推移をみると、公共下水道事業については整備中のため、平成27年度296千㎥に対し、令和２年度は440千㎥と
増加傾向にあります。しかしながら、特定環境保全公共下水道事業は平成27年度69千㎥に対し、令和２年度は63千㎥、農業集落排水事業は平成27年度190千㎥
に対し、令和２年度は174千㎥、個別排水処理事業は平成27年度31千㎥に対し、令和２年度は27千㎥と処理区域内の人口減少や節水機器の普及などにより減少
傾向にあります。
　今後、公共下水道事業については、整備を現在進めており、供用開始区域の拡大とともに、既供用開始区域内の新規接続等により有収水量は増加していくものと
予測しています。しかしながら、その他の事業については、処理区域内の人口減少や節水機器の普及などにより、今後さらに有収水量は減少していくものと予測して
います。
　有収水量を水洗化人口と１年間の日数で除した一人一日当たりの使用水量でみると、ここ数年は１人当たり毎年約340ℓ／日となっています（事業所の使用水量を
含めています。）

使用料収入の見通し

施設の見通し

　公共下水道事業については、令和８年度内に汚水処理区域人口７，３００人を目標に人口密集区域を中心に現在管渠整備を実施中です。令和９年度以降は再度
費用対効果等を検証し整備の実施について検討する。
　次に今後の下水道及び農業集落排水の施設管理については、策定済みであるストックマネジメント計画及び機能強化対策計画に基づき、状態監視保全と時間計
画保全、事後保全を組み合わせて効率的に管理していきたいと考えています。各事業とも供用開始から最高でも２０年弱しか経過しておらず、管渠については耐用
年数を経過しておらず更新などの必要性はないものの、施設については耐用年数を経過したものがある。各施設において状態監視保全としたものについては定期
的な点検を実施し異常のあるものについては適時更新等を行い、時間計画保全としたものについては、耐用年数の１．５倍を目安に適時更新等を行うものとしていま
す。農業集落排水事業においては令和４年度から３年間で脱水乾燥システム及びマンホールポンプ通報装置の更新を行い、特定環境保全公共下水道事業におい
ては令和７年以降に監視制御装置の更新を行う予定としています。
　また、農業集落排水事業においては、河川災害対策のための堤防工事等により管渠等の支障移転工事などを見込んでいる。

組織の見通し

　本市で所有する施設の管理運営については、直営の施設はなく全て業務委託しており、現業の技能職員はおりません。職員数については、課長を除き現行の人
数は技術職員４人、事務職員３人です。今後の人員は、技術職員については（４）施設の見通しで記載した整備や大規模改修等を実施するにあたって１名の増員が
必要な上、事務職員については、公共下水道の接続件数の増加や公営企業会計への移行による事務量の増加に対応するためには１名の増員が必要で合計１０人
が最低人数と捉えております。２名増員により人件費は増額を見込んでいます。また、職員数が最低限であることから、人事異動により職員の技術・知識が低下して
いくことも懸念され、ノウハウ等の継承がスムーズに行えるよう、業務の見える化や共有、OJT の充実等により技術の維持向上に努めます。今後も安定的な経営の維
持を図るため、市の人事当局と連携し、今後も全庁的な取組の中で効率的な人員配置に努め、定員適正化を推進しながら効率的な業務体制を構築します。

　使用料の推移について、有収水量に比例しており、公共下水道事業については接続件数の増加に伴い今後使用料収入も増加していく見通しとなっていますが、
整備がすでに完了したその他の事業については処理区域内の人口減少や節水機器の普及などにより、有収水量が減少することに伴い使用料も減少していく見通
しとなっています。
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

●投資の概要
       （事業名）　　　　　　　　　　　　　　　(事業内容)　　　　　　　　　　(予定年度)　　　(事業費)　　　（効果等）
　　公共下水道事業　　　　　　　　　　　　管渠整備事業（拡張）　　　 R5～R12　　 25.2億円   　　整備面積約54.2ha、普及人口約1、764人増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計上値は整備事業実績及び人口推計による見込値。）
　　特定環境保全公共下水道事業　　　ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業 　　　　 R5～R8　　　　1.0億円　　　 処理場設備の長寿命化事業
　　農業集落排水事業　　　　　　　　　　　機能強化対策事業　　　 　R5～R6　　　　2.2億円　　　 汚泥脱水乾燥装置及びポンプ監視装置の更新
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　災害関連支障移転事業  　R5～R6　　　　0.6億円　　　 河川災害関連対策事業に伴う支障移転事業

●投資の平準化：
　　　管渠整備事業については、事業区域拡大を江津市汚水処理施設整備構想に基づき、社会資本整備総合交付金交付期間の令和８年度までとし、４億円を
　　上限として事業費の平準化をはかり、地方債残高の抑制を図る。
　　　設備の更新及び長寿命化については、ストックマネジメント計画及び最適化構想をもとに、事業費の平準化を図る。

●投資財源の確保
　　　管渠整備事業については、現行の社会資本整備総合交付金交付要件を満たせるよう努め、ストックマネジメント事業及び機能強化対策
　 事業については、国県交付金などの交付額を確保するとともに、地方債を有効に活用し、投資に係る財源を確保する。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

下水道事業計画及び江津市下水道ストックマネジメント計画、機能強化対策計画に基づき、投資する。

・下水道事業計画に基づき、令和８年度までに公共下水道普及率３５％を達成するために、面整備を行う。
・ストックマネジメント計画及び機能強化対策計画に基づき、下水道施設（処理場・マンホールポンプ）の改築・更新を行う。

目 標

【令和１８年度公共下水道事業の料金試算経費回収率　１００％以上】
　令和８年度末に公共下水道事業の整備を終了するため、１０年後の令和１８年度までに料金試算経費回収率１００％以上を目
標とする。公共下水道事業の整備が令和８年度までで終了するため、接続率を令和１８年度までに７０％とする。

【令和１８年度末企業債残高　３７億円以下（令和４年度末残高　６２億円の６０％以下）　】
平成１０年～２０年度前半に、整備の終わった公共下水道以外の事業については、減少傾向にある。しかしながら、管渠整備を
令和８年度末まで実施する公共下水道事業をはじめ、農業集落排水事業における支障移転工事の実施により下水道債及び過
疎債の発行が見込まれるほか、起債償還額が増加傾向にある中で資本費平準化債の発行額も増加している。短期間で大幅な
企業債残高の減少は困難な状況にあるが、ストックマネジメント事業の事業平準化などにより、発行額を償還額以下に抑制し、
公共下水道事業整備終了の１０年度の令和１８年度末の企業債残高を令和４年度末の６０％以内にする。

【一般会計補助金　４億円以下】
公共下水道事業にかかる元利償還金が令和１４から１６年度にピークを迎えることから、基準内繰入もそれに伴い増加が見込ま
れる。併せて、農業集落排水処理、小規模排水処理及び個別排水処理の各事業とも人口減少による使用料減少に伴い、基準
内繰入も増加が見込まれる。令和４年度時点で一般会計から４億円の補助（不足分41,200千円を資本費平準化債を発行し調
整）となっており、今後も４億円を下回るようにする。

目 標

　人口減少、少子高齢化社会が進展している状況にある中で、持続可能な公共下水道事業の経営の実現を目指し、上位計画である「第６次江津市総合振興計画」
を踏まえ、豊かな自然と調和し安全で快適な生活環境づくりのため以下の項目を経営の基本方針として効率的で効果的な事業を実施する。

・江津市汚水処理施設整備構想及び江津市公共下水道事業計画に基づき整備を行い、汚水処理人口普及率の向上に取組む。

・江津市下水道ストックマネジメント計画及び機能強化対策計画に基づき、老朽化対策を進め、事業費の平準化および支出の抑制を図る。
　
・一般会計からの補助金の上限を４億円とし、企業債償還平準化を図るため資本費平準化債と発行し償還を繰り延べることで下水道財政の健全化を図る。

・公共下水道事業においては、料金試算経費回収率【（下水道使用料＋汚泥共同処理施設負担金）／（汚水処理費（公費負担分を除く）－人件費）】を９５％以上を
基本とし、令和１８年に１００％とすることを目標とする。５年に１回を目途に下水道使用料の見直しを検討するとともに、計画値との乖離が予見される場合には、経費
削減策を経営戦略改定時に盛り込むことにより、経費回収率の向上を図る。

・特定環境保全公共下水道事業においては、島根県立石見海浜公園内の汚水処理を大きな経営の基盤として事業を実施したものの、既存施設からの排水量が計
画水量を下回っていることに加え、予定されていた宿泊施設等の建設が行われていないことが経費回収率の低下の原因となっている。そのため、計画に基づく使用
料と現在使用料の差額について、関係各所に費用負担を求め、実質経費回収率【（下水道使用料＋計画使用料差額の負担）／（汚水処理費（公費負担分を除く）
－人件費）】の向上を図る。

・５年ごとに経営戦略を見直し、長期的に持続可能な下水道事業の経営に努める。

・下水道使用料収入の増収を図るため、未接続世帯に対し普及促進活動の実施に努め、水洗化率の向上を目指す。
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③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

① 今後の投資についての考え方・検討状況
* 処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

* （１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

・農業集落排水事業においては、河川災害関連対策事業実施に伴う管路支障移転が見込まれるが、新
たなマンホールポンプ設置を要する場合には、集落単位での小規模排水処理への移行を検討するとと
もに、それに伴う農業集落排水処理施設のダウンサイジングを検討する。
・下水道事業及び農業集落排水事業において電気料金は経営に大きな影響を与えることから、買電力
量を減少させ、電気料金の高騰の影響を最小限に抑える太陽光発電設備を導入を検討する。

・特になし

・施設の改築更新時については、「ストックマネジメント計画」をはじめとする各計画に基づき、施設の効
率化に取り組みつつ、優先度を適切に判断しながら実施する。

・島根県が策定する「広域化・共同化計画」に基づき、県及び他市町との連携や共同化により維持管理
コストの縮減につながるものがあれば取り組んでいく。
・各施設のストックマネージメント事業実施時に、将来人口等を加味し、施設規模のダウンサイジングなど
を検討し、更新施設の最適化を図る。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

その他の取組

◆収益的収入
（１）下水道使用料・・・・・現行の使用料単価を基準に、整備進捗による供用面積の拡大と接続率を見込み積算した。

うち、汚泥共同施設からの排水については、江津西処理場施設への負荷軽減のため、処理水の濃度を流入設計値内とするため希釈し
て排水することとして積算した。　　【ただし、令和１４年度末時点で料金試算経費回収率を９５％下回る場合は、９５％以上になるよう料金
改定を行う。（令和１８年度以降１００％以上とする。）】

なお、特定環境保全公共下水道事業については、アクアスの入込客数に変動はないものとして、人口減少を見込み積算した。
（２）生活排水使用料・・・現行の使用料単価を基準に、人口減少に伴う水量等の減少を見込み積算した。
（２）一般会計補助金・・・上限を４億円（資本的収入の一般会計補助金との合計）とし、原則、令和５年度繰出基準に基づく額見込む。

併せて、島根県生活排水処理促進交付金として事業計画に基づき算定した額を見込み積算した。
なお、農業集落排水事業、個別排水処理事業及び小規模排水処理事業においては、推計の使用料と一般・施設管理費の収支不足額を
補填することとして積算した。

（３）一般会計負担金・・汚泥共同処理施設の維持管理費（人件費を含む。）及び地方債元利償還金について、し尿及び浄化槽汚泥の処理に相当する費用分の
負担金を見込む。

◆資本的収入
（１）企　業　債・・・・令和５年度地方債同意等基準に基づき計上した。

建設改良債は、下水道事業債５０％・過疎対策事業債５０％の割合で発行する。また、一般会計繰入金の上限額を超える部分については、資
本費平準化債を発行する。
（企業債償還については、下水道事業債は、１０年利率見直し元金均等方式により償還年数４０年（うち据置期間５年）年利０.５％。過疎対策
事業債は、１０年利率見直し元金均等方式により償還年数４０年（うち据置期間５年）年利０．５％で見込む。資本費平準化債は、固定金利元
金均等方式により、償還年数２０年（うち据置期間３年）年利０．５％で見込む。

（２）国庫補助金・・・・令和５年度現在の社会資本整備総合交付金交付基準に基づき計上した。その他の国県補助金は、補助率５０％として計上した。
（３）工事負担金・・・・公共下水道事業の管渠工事については、事業費の５％として計上した。

農業集落排水事業の災害関連支障移転事業については、補償費を工事負担金として計上した。
（４）一般会計補助金・・・令和５年度繰出基準に基づき、積算した一般会計負担額の内、元金償還金相当額を計上した。

●投資以外経費の概要

【営業費用】
・職員給与費 　公営企業会計の導入に伴い事務部門の増員を図り４人とし、公共下水道の管渠整備が終了する令和９年度からは、資本費勘定職員から

１名を維持管理に係る職員に変更するものとして算定。
・経費 　　主に施設管理費。現在稼働中の江津西浄化センター及び波子浄化センター、江津浄化センターの経費を以下のとおり算定。

動力費　：　過去５年間の推移及び管渠整備による処理区域の拡大と人口減少に伴う流入汚水量の増減を考慮して使用電力量を算出した
うえで、昨今の電気料の高騰に対応し、直近の単価を反映させ算出。

修繕費　：　令和６年度～１６年度の修繕計画を考慮し、今後１０年間に必要な額を計上するほか、通常修繕として過去５年間の実績の平均を
各年加算して算出。

委託料　：　施設維持管理は引き続き民間委託することとし、費用逓増を見込む。また、汚泥処理に係る委託料は、管渠整備及び汚泥共同
処理施設からの汚水流入量の増を踏まえて算定。

・減価償却費  令和４年度までの固定資産台帳登録資産の予測償却に基づき、既存固定資産の減価償却費に、今後の投資計画で見込む固定資産の減価
償却費を加算して算出。

【営業外費用】
・支払利息 　　令和４年度までに発行した地方債については償還予定表に基づき計上し、令和５年度以降は、①管渠整備にかかる下水道債及び過疎債は

１０年利率見直し４０年償還（うち５年据置）、②施設改修にかかるる下水道債及び過疎債は１０年利率見直し２０年償還（うち３年据置）、③資
本費平準化債１０年利率見直し２０年償還（うち３年据置）とし、①の利率１．２％、②と③の利率１．０％に設定し、発行予定額を基に算出。

広域化・共同化・最適化に関する事項

投資の平準化に関する事項
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② 今後の財源についての考え方・検討状況

③ 投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

（経営戦略の検証（モニタリング））
　毎年度、計画数値と決算数値とを比較し、大きな乖離が生じた場合は、その原因を分析するとともに、総務省の地
方公営企業決算状況調査を活用し、類似団体や全国平均値との比較をすることで、本市下水道の経営状況の評
価、検証を行います。
（経営戦略の改定（ローリング））
　環境や社会ニーズの変化に柔軟に対応し、投資・財政計画に未反映の取り組み及び今後検討予定の取り組みの
具体化を戦略に反映するため、５年ごとにローリングを行い、より充実した計画となるよう努めます。
　また、本戦略に大きく影響を与える新たな施策の実施や料金改定等があった場合には、定期的な見直しとは別に
見直しを行うものとします。

・建設係については、工事管理について、委託するよりも直営で実施したほうが安価であり、経費節減の
ため直営を前提として必要人員５人として算定。管渠工事終了後も、施設更新改修や施設老朽化に伴う
維持管理の増加や排水設備工事の審査などもあり、人数は１名の削減とする。しかしながら、管渠整備
の終了に伴い、事業費支弁が減少することから、１名を収益的職員に変更する見込み。また、業務係に
ついては、令和５年度時点で正職員３名となっているが、公営企業会計適用により、業務量の増加もあ
り、最低人員を４人として算定。公共下水道事業の接続率向上による使用者増加で、使用料計算業務
量の増加が見込まれるものの、負担金賦課業務の縮小もあり、４名の人員で見込む。

・下水道事業において電気料金は経営に大きな影響を与えることから、電力会社の見直しを実施し経費
削減を行っているが、今後も、契約電力会社やプラン、長期継続契約などの契約方法など電気料金の
縮減に向けた取り組みを行う。

・ストックマネジメント計画に基づき、施設の効率的な修繕計画を策定し、経費の平準化を図る。
・河川災害関連対策事業実施に伴う管路支障移転で、不要となるポンプなど使用可能機器及び部品を
回収・ストックし、修繕の際に利活用するなど、修繕経費の削減を図る。

・特になし

・個別排水処理施設については、使用者の死亡や転出などにより、使用休止の申出があるものの短期で
の使用が見込まれることもあり、休止とすることができず、施設維持管理も継続している。今後、長期間の
使用が見込めない場合、施設休止を行うなど施設維持管理の削減を図る。
・公営企業会計への移行に伴い、簿記の知識が必要になることから、今後の異動も見据えて、将来的に
は江津市事務職員全員が簿記３級以上の資格取得を目指せるよう、市全職員向け簿記研修会の開催
や資格取得支援について関係課と協議を行い検討する。

修繕費に関する事項

委託費に関する事項

その他の取組

職員給与費に関する事項

動力費に関する事項

薬品費に関する事項 ・特になし

・特になし

・令和８年度に管渠工事が完了するのに伴い、使用料増加のため、令和１８年度までに接続率７０％とな
るよう未接続世帯への接続勧奨を実施する。
・管渠整備終了後、施設更新改修事業においても、職員給与費支弁を含む事業事務費を計上し、過疎
対策事業債を含む起債発行を行い、人件費の財源確保を行う。
・地域によっては、過疎対策事業債より交付税措置率の高い辺地対策事業債の借入を検討し財源確保
に努める。

・特になし

・料金体系は、現在の体系を維持しつつ、使用料の推移や人口予測、維持管理コストの推移など経営
状況を勘案したうえで、５年ごとに使用料改定の必要性を検討する。
・事業ごとでの使用料設定をすることは困難なため、公共下水道事業の料金試算経費回収率を基準に、
使用料の改定の必要性を検討する。管渠整備を令和８年度まで実施することから、令和１８年度までに
料金試算経費回収率１００％以上を基準とし検討する。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

使用料の見直しに関する事項

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組
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老

朽
化

の
状

況

全
体

総
括

公
共

下
水

道
事

業
は

江
津

西
の

1
処

理
区

で
、

H
1
8
に

供
用

開
始

し
、

現
在

供
用

区
域

を
拡

大
中

で
接

続
戸

数
及

び
使

用
料

は
年

々
増

加
し

て
い

る
。

経
費

回
収

率
及

び
汚

水
処

理
原

価
に

つ
い

て
は

、
R
1
に

汚
泥

共
同

処
理

施
設

が
稼

働
し

汚
水

処
理

費
が

増
加

し
た

が
、

し
尿

及
び

浄
化

槽
汚

泥
の

処
理

に
相

当
す

る
費

用
は

一
般

会
計

か
ら

の
負

担
金

に
よ

っ
て

賄
っ

て
い

る
た

め
使

用
料

は
増

加
し

て
お

ら
ず

、
施

設
へ

の
汚

泥
投

入
量

は
有

収
水

量
と

し
て

算
定

し
て

い
な

い
た

め
数

値
が

悪
化

し
大

幅
な

上
昇

は
困

難
な

状
況

と
な

っ
て

い
る

。
今

後
、

接
続

が
多

く
見

込
ま

れ
収

益
性

の
高

い
市

街
地

を
中

心
に

管
渠

整
備

を
進

め
処

理
可

能
区

域
の

拡
大

を
行

う
。

し
か

し
、

処
理

区
域

内
の

人
口

は
減

少
の

一
途

で
あ

り
、

１
年

間
の

接
続

件
数

も
5
0
件

程
度

で
あ

り
、

料
金

改
定

に
よ

る
使

用
料

収
入

増
以

外
、

急
激

な
収

入
増

は
見

込
め

な
い

状
況

に
あ

る
。

収
支

の
均

衡
を

保
つ

た
め

に
一

般
会

計
か

ら
の

繰
入

金
に

依
存

し
て

お
り

、
そ

の
経

営
体

質
は

今
後

も
続

く
も

の
と

予
想

さ
れ

る
。

今
後

も
厳

し
い

経
営

が
続

く
が

、
引

き
続

き
接

続
率

の
向

上
や

経
費

節
減

に
努

め
る

。
ま

た
、

経
営

に
企

業
会

計
方

式
を

早
期

に
導

入
し

て
、

さ
ら

な
る

経
営

の
効

率
化

と
改

善
を

図
っ

て
い

く
。

※
　

法
適

用
企

業
と

類
似

団
体

区
分

が
同
じ
た
め
、
収
益
的
収
支
比
率
の
類
似
団
体
平
均
等
を
表
示
し
て

い
ま

せ
ん

。

5,
51

3
1.

97
2,

79
8.

48
【

】
令

和
3
年

度
全

国
平

均

処
理

区
域

面
積

(
k
m
2
)

処
理

区
域

内
人

口
密

度
(
人

/
k
m
2
)

－

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

類
似

団
体

平
均

値
（

平
均

値
）

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

①
収

益
的

収
支

比
率

は
、

総
収

益
に

つ
い

て
、

前
年

比
5
5
,
7
0
3
千

円
の

増
と

な
っ

た
。

計
算

根
拠

変
更

に
よ

り
昨

年
度

減
少

し
た

汚
泥

共
同

処
理

施
設

負
担

金
が

、
今

年
度

は
前

年
比

2
6
,
8
2
8
千

円
の

増
と

な
っ

た
こ

と
に

加
え

、
使

用
料

も
供

用
開

始
区

域
の

拡
大

に
伴

い
、

接
続

戸
数

も
増

加
し

3
,
0
6
5
千

円
増

加
と

な
っ

た
こ

と
や

人
事

異
動

に
よ

り
、

一
般

会
計

繰
入

金
が

1
4
,
0
3
6
千

円
増

加
し

た
こ

と
が

主
な

要
因

と
な

っ
た

。
一

方
、

総
費

用
は

、
人

事
異

動
に

よ
り

1
,
4
3
5
千

円
の

増
、

維
持

管
理

費
が

9
2
千

円
の

増
と

な
っ

た
が

、
地

方
債

利
息

が
1
,
2
7
2
千

円
の

減
と

な
り

前
年

比
2
5
5
千

円
と

微
増

と
な

っ
た

。
地

方
債

償
還

金
は

、
対

前
年

比
で

1
0
,
1
0
7
千

円
の

増
と

な
っ

た
。

総
費

用
 
及

び
地

方
債

償
還

金
の

増
加

よ
り

、
総

収
入

の
増

加
が

多
か

っ
た

こ
と

か
ら

、
前

年
か

ら
1
1
.
7
4
ﾎ
ﾟ
ｲ
ﾝ
ﾄ

の
増

加
の

1
0
7
.
6
3
％

と
と

な
っ

た
。

④
企

業
債

残
高

対
事

業
規

模
比

率
に

つ
い

て
は

、
本

市
は

地
方

債
償

還
金

を
全

額
一

般
会

計
繰

入
金

で
賄

っ
て

お
り

、
本

来
数

値
は

毎
年

0
で

あ
る

が
、

前
年

は
起

債
前

借
額

が
1
3
3
,
9
0
0
千

円
あ

り
、

一
般

会
計

負
担

額
に

起
債

前
借

金
額

を
含

め
て

い
な

い
た

め
に

数
値

が
出

た
が

、
本

年
は

起
債

前
借

額
が

な
か

っ
た

こ
と

か
ら

0
と

な
っ

た
。

⑤
経

費
回

収
率

は
対

前
年

比
で

1
.
2
2
ポ

イ
ン

ト
増

加
、

⑥
汚

水
処

理
原

価
は

1
2
.
9
8
円

の
減

少
と

な
っ

た
。

人
事

異
動

に
よ

る
人

件
費

の
増

加
な

ど
に

よ
り

、
汚

水
処

理
費

が
1
,
5
2
7
千

円
の

増
加

し
た

も
の

の
、

接
続

戸
数

の
増

加
に

よ
り

、
使

用
料

が
3
,
0
6
5
千

円
、

有
収

水
量

が
1
8
,
5
4
0
㎥

そ
れ

ぞ
れ

増
加

し
た

こ
と

で
数

値
が

改
善

し
た

。
⑦

施
設

利
用

率
は

、
接

続
戸

数
の

増
に

よ
り

晴
天

時
平

均
処

理
水

量
2
0
㎥

が
増

加
し

た
こ

と
で

上
昇

し
た

。
⑧

水
洗

化
率

は
、

分
子

要
因

で
あ

る
接

続
人

口
が

増
加

す
る

一
方

で
、

新
た

な
区

域
整

備
に

よ
り

分
母

と
な

る
対

象
人

口
も

増
え

て
い

る
た

め
、

割
合

と
し

て
顕

著
な

伸
び

と
な

っ
て

い
な

い
。

水
洗

化
率

は
全

国
平

均
及

び
類

似
団

体
平

均
よ

り
か

な
り

低
く

な
っ

て
い

る
が

、
事

業
終

了
ま

で
5
0
％

台
で

の
推

移
を

見
込

ん
で

い
る

。
今

後
は

、
健

全
な

経
営

に
向

け
て

、
使

用
料

収
入

確
保

の
た

め
の

接
続

率
向

上
の

取
り

組
み

、
維

持
管

理
費

の
削

減
及

び
経

常
費

用
の

財
源

確
保

の
た

め
料

金
改

定
を

検
討

す
る

必
要

が
あ

る
。

資
金

不
足

比
率

(
％

)

-
該

当
数
値
な
し

24
.7

1
94

.4
6

3,
74

4

自
己

資
本

構
成

比
率

(
％

)
普

及
率

(
％

)
有

収
率

(
％

)
1
か

月
2
0
ｍ

3
当

た
り

家
庭

料
金

(
円

)

22
,4

93

処
理

区
域

内
人

口
(
人

)

26
8.

24
83

.8
5

■
当

該
団

体
値

（
当

該
値

）
法

非
適

用
下
水
道
事
業

公
共
下
水
道

Cc
2

非
設

置

経
営

比
較

分
析

表
（

令
和

3
年

度
決

算
）

島
根

県
　

江
津

市

業
務

名
業

種
名

事
業

名
類

似
団

体
区

分
管

理
者

の
情

報
人

口
（

人
）

面
積

(
k
m
2
)

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

グ
ラ

フ
凡
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0
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0
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H3
0
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当
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値
0.
00

0.
00
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.1
8
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1.
2
0

0.
00

平
均

値
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6.
1
9
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2.
5
3

93
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3
0

1,
57
5
.6
4

1,
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1

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0
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0
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0.
0
0
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0
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1
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2
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3

当
該
値

72
.9
4

89
.8
6

62
.8
7

57
.4
1

58
.6
3

平
均
値

75
.7
0

74
.6
1

77
.5
1

73
.2
1

82
.5
5

0.
00

50
.0
0
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0.
0
0
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0.
0
0
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0.
0
0

25
0.
0
0

30
0.
0
0

35
0.
0
0

40
0.
0
0

45
0.
0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

27
7.
6
8

22
9.
7
5

35
9.
7
8

40
3.
6
3

39
0.
6
5

平
均
値

23
0.
0
4

23
3.
50

22
1.
9
5

22
9.
52

18
8.
38

0.
00
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.0
0
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.0
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.0
0
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.0
0
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.0
0

H2
9

H3
0
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R0
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R0
3

当
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値

46
.3
1

37
.4
7

40
.0
0

42
.5
7

43
.2
2

平
均
値

42
.4
0

45
.4
4

47
.2
8

44
.8
3

51
.4
2
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00

10
.0
0
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.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

80
.0
0

90
.0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
52

.7
6

56
.0
4

52
.5
3

57
.0
8

57
.5
9

平
均
値

65
.7
7

65
.9
7

64
.7
0

60
.5
7

81
.3
4

②
累
積
欠
損
金
比
率

(
％

)
③
流
動
比
率

(
％

)
④

企
業

債
残

高
対

事
業

規
模

比
率

(
％

)

⑤
経
費
回
収
率

(
％

)
⑥

汚
水

処
理

原
価
(
円

)
⑦
施
設
利
用
率

(％
)

⑧
水

洗
化

率
(
％

)

①
有
形
固
定
資
産
減
価
償
却
率

(％
)

②
管
渠
老
朽
化
率

(
％

)
③

管
渠

改
善

率
(
％

)

【
6
69
.1
1】

【
9
5.
72
】

【
5
9.

99
】

【
13
4.
98

】
【
9
9.
73
】

【
0
.2
4】

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し
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本
市

は
地

方
公

営
企

業
法

非
適

用
に

つ
き

、
会

計
上

の
固

定
資

産
の

減
価

償
却

を
行

っ
て

い
な

い
た

め
、

有
形

固
定

資
産

減
価

償
却

率
の

数
値

は
出

て
い

な
い

が
、

実
質

は
減

価
償

却
を

行
っ

て
お

り
、

こ
の

数
値

は
法

適
用

後
に

年
々

上
昇

し
て

い
く

と
推

測
さ

れ
る

。
ま

た
、

管
路

が
比

較
的

新
し

い
た

め
、

老
朽

管
に

到
達

し
て

い
る

管
路

が
な

く
、

更
新

等
を

行
っ

て
い

な
い

た
め

、
管

渠
改

善
率

の
数

値
は

出
て

い
な

い
。

　
当

施
設

は
、

H
1
7
に

供
用

開
始

し
た

が
、

処
理

場
及

び
中

継
ポ

ン
プ

場
に

お
け

る
機

械
及

び
装

置
は

年
々

老
朽

化
し

、
法

定
耐

用
年

数
を

す
で

に
超

え
た

も
の

及
び

法
定

耐
用

年
数

に
近

づ
い

て
い

る
資

産
が

あ
る

。
今

後
必

要
と

な
る

ス
ト

ッ
ク

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

に
係

る
計

画
の

策
定

等
の

中
で

、
よ

り
良

い
将

来
経

営
に

む
け

た
管

渠
・

処
理

場
の

老
朽

化
対

策
を

図
っ

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
2
.
 
老

朽
化

の
状

況

全
体

総
括

特
定

環
境

公
共

下
水

道
事

業
は

波
子

処
理

区
の

1
処

理
区

で
、

処
理

区
域

内
に

お
け

る
使

用
は

、
主

に
し

ま
ね

海
洋

館
ア

ク
ア

ス
を

中
心

と
し

た
事

業
所

の
使

用
料

が
大

き
な

収
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収
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。
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よ
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よ
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収
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収
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節
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収
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収
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収
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が
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、
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が
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検
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ま
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収
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値
が
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度
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に
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し
た
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あ

り
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後

、
使
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収
入

増
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見
込

め
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い
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持
管

理
費

の
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た
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、
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が
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繕

費
の

減
と

職
員

給
与

費
の

削
減

に
よ

り
、

R
1
が

6
4
％

、
R
2
が

6
2
％

、
R
3
が

6
2
％

と
改

善
し

て
い

る
。

し
か

し
、

今
後

人
口

減
少

に
よ

り
使

用
料

も
減

少
が

見
込

ま
れ

る
た

め
、

施
設

の
維

持
管

理
費

の
削

減
が

必
要

で
あ

る
。

⑥
汚

水
処

理
原

価
に

つ
い

て
は

、
類

似
団

体
平

均
値

よ
り

少
し

高
い

値
で

推
移

し
て

い
る

。
R
3
年

度
、

汚
水

処
理

費
は

減
少

し
た

も
の

の
、

有
収

水
量

の
減

少
も

著
し

く
原

価
は

横
ば

い
と

な
っ

た
。

今
後

も
、

人
口

減
少

に
伴

い
有

収
水

量
減

少
が

見
込

ま
れ

る
た

め
原

価
向

上
の

た
め

、
維

持
管

理
費

の
削

減
が

必
要

で
あ

る
。

⑦
施

設
利

用
率

は
直

近
5
年

平
均

で
約

4
6
％

と
な

っ
て

お
り

、
人

口
減

少
に

よ
り

微
減

と
な

り
、

依
然

と
し

て
類

似
団

体
よ

り
低

い
値

で
あ

る
。

⑧
水

洗
化

率
は

、
約

9
2
％

で
全

国
平

均
や

類
似

団
体

平
均

を
上

回
っ

て
い

る
。

昨
年

よ
り

数
値

が
上

が
っ

た
の

は
、

処
理

区
域

内
人

口
の

減
少

幅
が

著
し

い
た

め
、

割
合

が
高

く
な

っ
た

だ
け

で
あ

り
、

人
口

減
少

、
少

子
高

齢
化

に
よ

り
数

値
が

大
幅

に
上

昇
す

る
こ

と
は

今
後

も
見

込
め

な
い

。
今

後
は

機
械

設
備

の
更

新
を

計
画

的
に

行
い

維
持

管
理

費
の

削
減

を
図

り
、

財
源

確
保

の
た

め
の

料
金

改
定

を
検

討
す

る
必

要
が

あ
る

。

資
金

不
足

比
率

(
％

)

-
該

当
数
値
な
し

8.
05

91
.6

2
3,

74
4

自
己

資
本

構
成

比
率

(
％

)

1,
79

7
1.

10
1,

63
3.

64
【

】
令

和
3
年

度
全

国
平

均

　
本

市
は

地
方

公
営

企
業

法
非

適
用

に
つ

き
、

会
計

上
の

固
定

資
産

の
減

価
償

却
を

行
っ

て
い

な
い

た
め

、
有

形
固

定
資

産
減

価
償

却
率

の
数

値
は

出
て

い
な

い
が

、
実

質
は

減
価

償
却

を
行

っ
て

お
り

、
こ

の
数

値
は

法
適

用
後

に
年

々
上

昇
し

て
い

く
と

推
測

さ
れ

る
。

当
施

設
は

2
処

理
区

が
あ

り
、

桜
江

中
央

地
区

は
H
1
3
に

供
用

開
始

し
2
0
年

が
経

過
、

川
越

地
区

は
H
1
8
に

供
用

開
始

し
1
5
年

が
経

過
し

た
こ

と
に

よ
り

、
維

持
管

理
費

も
年

々
増

加
し

て
い

る
状

況
で

あ
る

。
管

路
施

設
に

つ
い

て
は

、
耐

用
年

数
を

経
過

し
て

い
な

い
た

め
、

老
朽

管
の

更
新

な
ど

の
必

要
は

生
じ

て
い

な
い

。
そ

の
た

め
、

管
渠

老
朽

化
率

は
数

値
と

し
て

は
当

分
の

間
出

な
い

。
一

方
で

、
処

理
施

設
の

機
械

設
備

な
ど

は
、

す
で

に
耐

用
年

数
に

到
達

し
て

い
る

も
の

が
多

く
あ

る
た

め
、

修
繕

計
画

を
も

と
に

オ
ー

バ
ー

ホ
ー

ル
か

取
替

を
見

極
め

て
、

長
寿

命
化

を
図

っ
て

い
く

と
と

も
に

、
施

設
更

新
の

際
は

、
将

来
需

要
の

予
測

を
踏

ま
え

て
、

施
設

及
び

設
備

の
合

理
化

な
ど

を
検

討
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
特

に
、

汚
泥

脱
水

乾
燥

発
酵

装
置

及
び

通
報

装
置

等
に

つ
い

て
は

老
朽

化
が

著
し

く
R
4
よ

り
機

能
強

化
対

策
事

業
に

よ
り

、
機

械
装

置
の

更
新

に
着

手
す

る
予

定
で

あ
る

。

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

全
体

総
括

　
農

業
集

落
排

水
事

業
に

お
け

る
処

理
区

は
2
つ

あ
る

が
、

桜
江

中
央

は
、

H
1
3
.
6
に

供
用

開
始

し
接

続
率

は
約

8
8
％

、
川

越
は

、
H
1
8
.
4
に

供
用

開
始

し
接

続
率

は
約

7
3
％

と
な

っ
て

い
る

。
R
1
は

料
金

改
定

に
よ

り
一

定
の

使
用

料
増

で
あ

っ
た

が
、

今
後

大
幅

な
収

入
増

は
見

込
め

な
い

。
今

後
、

処
理

区
域

内
に

お
け

る
人

口
は

減
少

の
一

途
で

あ
り

、
料

金
改

定
以

外
の

使
用

料
の

増
は

見
込

め
な

い
状

況
に

あ
る

。
ま

た
、

収
支

不
足

は
恒

常
的

で
あ

り
、

こ
れ

を
一

般
会

計
繰

入
金

に
依

存
し

て
お

り
、

地
方

公
営

企
業

法
適

用
後

も
こ

の
経

営
体

質
は

変
わ

ら
な

い
と

予
想

さ
れ

る
。

施
設

は
供

用
開

始
し

て
か

ら
1
5
～

2
0
年

が
経

過
し

て
お

り
、

と
く

に
機

械
設

備
類

の
老

朽
化

が
著

し
く

、
長

寿
命

化
の

た
の

更
新

計
画

が
必

要
で

あ
る

。
ま

た
、

桜
江

中
央

は
汚

泥
発

酵
肥

料
を

生
産

し
て

い
る

が
、

今
後

大
規

模
改

修
に

よ
り

コ
ス

ト
削

減
に

努
め

、
長

期
的

な
経

営
を

視
野

に
肥

料
生

産
の

中
止

も
検

討
す

る
必

要
が

あ
る

。
今

後
の

経
営

を
考

慮
し

て
中

長
期

的
に

は
料

金
改

定
に

つ
い

て
検

討
し

、
持

続
可

能
な

施
設

と
な

る
よ

う
経

常
経

費
の

削
減

に
努

め
る

。
ま

た
、

企
業

会
計

方
式

を
早

期
に

導
入

し
、

さ
ら

な
る

経
営

の
効

率
化

と
改

善
を

図
っ

て
い

く
。

※
　

法
適

用
企

業
と

類
似

団
体

区
分

が
同
じ
た
め
、
収
益
的
収
支
比
率
の
類
似
団
体
平
均
等
を
表
示
し
て

い
ま

せ
ん

。
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業
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模
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収
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し
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経
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比
較
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析

表
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令
和

3
年

度
決

算
）
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県
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津

市

業
務
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業

種
名
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業
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類
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団

体
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分
管

理
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の
情

報
人

口
（

人
）
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積

(
k
m
2
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(
人
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k
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2
)
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凡

例
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該
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体
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自
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率
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％
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)
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)
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月
2
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ｍ
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た
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料
金
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円
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k
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(
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2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

類
似

団
体

平
均

値
（

平
均

値
）

35
0.

01
3,

50
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00
【

】
令

和
3
年

度
全

国
平

均

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

①
収

益
的

収
支

比
率

に
つ

い
て

は
、

営
業

収
益

の
う

ち
使

用
料

収
入

は
事

業
所

の
使

用
水

量
の

減
少

に
よ

り
微

減
と

な
り

、
営

業
外

収
益

は
、

経
営

の
見

直
し

に
よ

り
財

源
不

足
の

充
当

ル
ー

ル
を

変
更

し
基

金
繰

入
金

を
2
8
6
千

円
が

減
と

な
っ

た
。

対
す

る
総

費
用

が
微

増
し

た
た

め
、

予
算

規
模

が
少

な
い

本
事

業
に

お
い

て
は

、
7
.
4
8
％

の
減

少
と

な
っ

た
。

④
企

業
債

残
高

対
事

業
規

模
比

率
に

つ
い

て
は

、
企

業
債

の
全

額
を

一
般

会
計

か
ら

繰
入

し
て

い
る

た
め

数
値

は
0
と

な
っ

て
い

る
。

⑤
経

費
回

収
率

は
7
2
.
5
4
％

で
前

年
比

6.
42

％
の

減
と

な
っ

て
い

る
。

事
業

所
の

使
用

水
量

の
減

少
と

費
用

の
微

増
に

よ
り

、
数

値
が

悪
化

し
た

。
全

国
平

均
及

び
類

似
団

体
平

均
よ

り
は

高
い

値
と

な
っ

て
い

る
が

、
今

後
使

用
料

の
増

は
見

込
め

な
い

た
め

に
、

回
収

率
維

持
の

た
め

費
用

の
削

減
が

必
要

と
な

る
。

ま
た

、
収

支
不

足
に

つ
い

て
は

一
般

会
計

繰
入

金
に

よ
り

賄
っ

て
い

る
。

債
務

残
高

は
Ｈ

22
を

ピ
ー

ク
に

減
少

し
て

い
る

が
、

そ
の

財
源

は
全

額
を

一
般

会
計

繰
入

金
で

賄
っ

て
い

る
。

⑥
汚

水
処

理
原

価
は

、
全

国
平

均
及

び
類

似
団

体
平

均
よ

り
低

い
値

で
推

移
し

て
い

る
。

汚
水

処
理

費
は

ほ
ぼ

横
ば

い
で

あ
る

一
方

で
事

業
所

の
使

用
水

量
の

減
少

な
ど

の
影

響
に

よ
り

有
収

水
量

が
減

少
し

、
原

価
が

高
く

な
っ

た
。

⑦
施

設
利

用
率

は
事

業
所

の
使

用
水

量
の

減
少

な
ど

は
あ

っ
た

も
の

の
横

ば
い

と
な

っ
た

。
⑧

接
続

し
て

い
る

住
戸

の
す

べ
て

が
水

洗
便

所
を

設
置

し
て

い
る

。
　

今
後

は
、

維
持

管
理

費
の

削
減

を
図

り
、

施
設

修
繕

等
の

財
源

確
保

の
た

め
の

料
金

改
定

を
検

討
す

る
必

要
が

あ
る

。

資
金

不
足

比
率

(
％

)

-
該

当
数
値
な
し

0.
16

10
0.

00
3,

74
4

本
市

は
地

方
公

営
企

業
法

非
適

用
に

つ
き

、
会

計
上

の
固

定
資

産
の

減
価

償
却

を
行

っ
て

い
な

い
た

め
、

有
形

固
定

資
産

減
価

償
却

率
の

数
値

は
出

て
い

な
い

が
、

実
質

は
減

価
償

却
を

行
っ

て
お

り
、

こ
の

数
値

は
法

適
用

後
に

年
々

上
昇

し
て

い
く

と
推

測
さ

れ
る

。
ま

た
、

当
施

設
は

H
1
4
に

供
用

開
始

し
、

比
較

的
管

路
が

新
し

い
た

め
に

、
老

朽
管

の
更

新
な

ど
は

ま
だ

行
っ

て
い

な
の

で
、

管
渠

老
朽

化
率

の
数

値
は

出
て

い
な

い
。

今
後

は
、

既
存

施
設

の
長

寿
命

化
を

図
っ

て
い

く
と

と
も

に
、

施
設

更
新

の
際

は
、

将
来

需
要

の
予

測
を

踏
ま

え
て

、
施

設
・

設
備

の
性

能
の

合
理

化
な

ど
を

検
討

し
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

全
体

総
括

小
規

模
集

合
処

理
区

は
1
処

理
区

で
、

中
規

模
の

合
併

処
理

浄
化

槽
9
0
人

槽
1
基

で
処

理
し

て
い

る
。

Ｈ
1
4
.
2
に

供
用

開
始

し
て

整
備

事
業

は
完

了
し

て
い

る
。

整
備

し
た

区
画

の
す

べ
て

が
接

続
さ

れ
た

。
R
1
は

料
金

改
定

に
よ

り
一

定
の

使
用

料
収

入
増

と
な

っ
た

。
　

し
か

し
、

処
理

区
域

内
の

人
口

は
減

少
の

一
途

と
な

り
、

料
金

改
定

に
よ

る
使

用
料

収
入

増
以

外
、

急
激

な
収

入
増

は
見

込
め

な
い

状
況

に
あ

る
。

収
支

の
均

衡
を

保
つ

た
め

に
一

般
会

計
か

ら
の

繰
入

金
に

依
存

し
て

お
り

、
そ

の
経

営
体

質
は

地
方

公
営

企
業

法
を

適
用

後
も

変
わ

ら
な

い
と

予
想

さ
れ

る
。

施
設

は
1
9
年

を
経

過
し

て
お

り
、

施
設

の
長

寿
命

化
対

策
及

び
更

新
へ

の
投

資
が

必
要

と
な

っ
て

く
る

。
そ

の
費

用
を

賄
う

た
め

、
中

長
期

的
な

視
点

で
、

適
正

な
料

金
設

定
に

つ
い

て
検

討
し

、
持

続
可

能
な

施
設

と
な

る
よ

う
、

経
常

経
費

の
削

減
な

ど
経

営
改

善
に

向
け

た
取

り
組

み
が

必
要

で
あ

る
。

今
後

は
、

経
営

に
企

業
会

計
方

式
を

早
期

に
導

入
し

て
、

さ
ら

な
る

経
営

の
効

率
化

と
改

善
を

図
っ

て
い

く
。

※
　

法
適

用
企

業
と

類
似

団
体

区
分

が
同
じ
た
め
、
収
益
的
収
支
比
率
の
類
似
団
体
平
均
等
を
表
示
し
て

い
ま

せ
ん

。
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本

市
は

地
方

公
営

企
業

法
非

適
用

に
つ

き
、

会
計

上
の

固
定

資
産

の
減

価
償

却
を

行
っ

て
い

な
い

た
め

、
有

形
固

定
資

産
減

価
償

却
率

の
数

値
は

出
て

い
な

い
が

、
実

質
は

減
価

償
却

を
行

っ
て

お
り

、
こ

の
数

値
は

法
適

用
後

に
年

々
上

昇
し

て
い

く
と

推
測

さ
れ

る
。

ま
た

、
当

施
設

は
H
1
3
に

供
用

開
始

し
た

が
、

管
路

は
浄

化
槽

本
体

と
一

体
資

産
で

あ
り

、
管

渠
と

し
て

の
資

産
登

録
が

な
い

た
め

、
今

後
、

こ
の

施
設

に
お

け
る

管
路

老
朽

化
率

の
数

値
は

今
後

も
算

出
さ

れ
な

い
。

今
後

は
、

既
存

施
設

の
長

寿
命

化
を

図
っ

て
い

く
と

と
も

に
、

施
設

更
新

の
際

は
、

将
来

需
要

の
予

測
を

踏
ま

え
て

、
施

設
・

設
備

の
性

能
の

合
理

化
な

ど
を

検
討

し
て

い
く

必
要

が
あ

り
、

将
来

的
に

使
用

の
見

込
み

が
な

い
も

の
に

つ
い

て
は

廃
止

を
検

討
す

る
必

要
が

あ
る

。

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

全
体

総
括

　
個

別
排

水
処

理
事

業
の

処
理

区
は

、
桜

江
区

域
の

集
合

処
理

区
域

外
の

エ
リ

ア
に

お
い

て
施

設
整

備
事

業
は

H
2
3
に

完
了

し
た

。
個

別
の

住
宅

施
設

等
に

5
人

槽
か

ら
6
0
人

槽
ま

で
の

合
併

処
理

浄
化

槽
を

設
置

し
、

現
在

1
2
5
基

の
維

持
管

理
を

行
っ

て
い

る
。

　
処

理
区

域
内

の
人

口
は

減
少

の
一

途
と

な
り

、
料

金
改

定
に

よ
る

使
用

料
収

入
増

以
外

、
急

激
な

増
は

見
込

め
な

い
状

況
に

あ
る

。
収

支
の

均
衡

を
保

つ
た

め
に

一
般

会
計

か
ら

の
繰

入
金

に
依

存
し

て
お

り
、

そ
の

経
営

体
質

は
地

方
公

営
企

業
法

適
用

後
も

変
わ

ら
な

い
と

予
想

さ
れ

る
。

今
後

は
施

設
の

長
寿

命
化

対
策

及
び

更
新

へ
の

投
資

が
必

要
と

な
っ

て
く

る
。

そ
の

費
用

を
賄

う
た

め
、

中
長

期
的

な
視

点
で

、
適

正
な

料
金

設
定

に
つ

い
て

検
討

し
、

持
続

可
能

な
施

設
と

な
る

よ
う

、
経

常
経

費
の

削
減

な
ど

経
営

改
善

に
向

け
た

取
り

組
み

が
必

要
で

あ
る

。
ま

た
、

使
用

さ
れ

な
い

施
設

が
今

後
発

生
す

る
可

能
性

も
あ

り
、

施
設

の
一

部
廃

止
を

検
討

す
る

必
要

が
あ

る
。

今
後

は
、

事
業

経
営

に
企

業
会

計
方

式
を

早
期

に
導

入
し

て
、

さ
ら

な
る

経
営

の
効

率
化

と
改

善
を

図
っ

て
い

く
。

※
　

法
適

用
企

業
と

類
似

団
体

区
分

が
同
じ
た
め
、
収
益
的
収
支
比
率
の
類
似
団
体
平
均
等
を
表
示
し
て

い
ま

せ
ん

。
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2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

類
似

団
体

平
均

値
（

平
均

値
）

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

　
①

収
益

的
収

支
比

率
は

、
使

用
料

収
入

が
人

口
減

少
等

に
よ

り
26

7千
円

の
減

少
と

な
っ

た
こ

と
に

加
え

、
経

営
の

見
直

し
に

よ
り

財
源

不
足

の
充

当
ル

ー
ル

を
変

更
し

た
こ

と
で

基
金

繰
入

金
が

5
,
0
8
7
千

円
減

少
し

た
た

め
、

総
収

益
が

大
幅

に
減

少
し

た
。

一
方

、
総

費
用

は
横

ば
い

で
あ

っ
た

た
め

、
比

率
は

3
2
％

低
下

し
た

。
④

企
業

債
残

高
対

事
業

規
模

比
率

に
つ

い
て

は
、

企
業

債
の

全
額

を
一

般
会

計
か

ら
繰

入
し

て
い

る
た

め
、

数
値

は
0
で

あ
る

。
⑤

経
費

回
収

率
は

、
人

口
減

少
に

よ
り

使
用

料
が

2
6
7
千

円
減

に
対

し
、

汚
水

処
理

費
は

横
ば

い
で

、
対

前
年

比
2
.
6
8
％

の
減

と
な

っ
て

い
る

。
全

国
平

均
及

び
類

似
団

体
平

均
よ

り
低

い
水

準
で

推
移

し
て

お
り

、
今

後
も

汚
水

処
理

費
の

削
減

が
必

要
で

あ
る

。
債

務
残

高
は

、
H
2
3
を

ピ
ー

ク
に

減
少

し
て

い
る

が
、

財
源

は
す

べ
て

一
般

会
計

繰
入

金
で

賄
っ

て
い

る
。

⑥
汚

水
処

理
原

価
は

全
国

平
均

及
び

類
似

団
体

平
均

よ
り

高
い

値
で

推
移

し
て

い
る

。
汚

水
処

理
費

は
、

ほ
ぼ

横
ば

い
で

あ
っ

た
が

、
有

収
水

量
が

減
少

と
な

り
原

価
が

増
加

し
た

。
今

後
も

有
収

水
量

の
減

少
が

見
込

ま
れ

他
団

体
よ

り
原

価
が

高
く

な
る

傾
向

は
変

わ
ら

ず
、

さ
ら

な
る

維
持

管
理

費
の

削
減

が
必

要
と

な
る

。
⑦

施
設

利
用

率
は

、
全

国
平

均
よ

り
も

低
い

水
準

と
な

っ
て

い
る

が
、

今
後

も
人

口
減

少
に

よ
り

数
値

は
低

く
な

る
こ

と
が

予
想

さ
れ

る
。

⑧
接

続
し

て
い

る
住

戸
の

す
べ

て
が

水
洗

便
所

を
設

置
し

て
い

る
。

今
後

は
維

持
管

理
費

の
削

減
を

図
り

、
施

設
修

繕
等

の
財

源
確

保
の

た
め

の
料

金
改

定
を

検
討

す
る

必
要

が
あ

る
。

さ
ら

に
施

設
維

持
管

理
に

つ
い

て
は

、
一

部
住

戸
の

施
設

廃
止

を
含

め
た

経
営

の
効

率
化

を
検

討
す

る
。

資
金

不
足

比
率

(
％

)

-
該

当
数
値
な
し

1.
32

10
0.

00
3,

74
4

自
己

資
本

構
成

比
率

(
％

)
普

及
率

(
％

)
有

収
率

(
％

)
1
か

月
2
0
ｍ

3
当

た
り

家
庭

料
金

(
円

)

22
,4

93

処
理

区
域

内
人

口
(
人

)

26
8.

24
83

.8
5

■
当

該
団

体
値

（
当

該
値

）
法

非
適

用
下
水
道
事
業

個
別
排
水
処
理

L2
非

設
置

経
営

比
較

分
析

表
（

令
和

3
年

度
決

算
）

島
根

県
　

江
津

市

業
務

名
業

種
名

事
業

名
類

似
団

体
区

分
管

理
者

の
情

報
人

口
（

人
）

面
積

(
k
m
2
)

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

グ
ラ

フ
凡

例

0.
00

0.
10

0.
20

0.
30

0.
40

0.
50

0.
60

0.
70

0.
80

0.
90

1.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

-
-

-
-

-

平
均
値

-
-

-
-

-

0.
00

20
.0
0

40
.0
0

60
.0
0

80
.0
0

10
0.
0
0

12
0.
0
0

14
0.
0
0

16
0.
0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

13
1.
9
8

10
8.
1
5

14
5.
3
2

12
2.
7
5

89
.9
3

平
均
値 0.
00

0.
10

0.
20

0.
30

0.
40

0.
50

0.
60

0.
70

0.
80

0.
90

1.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

平
均
値

0.
00

0.
10

0.
20

0.
30

0.
40

0.
50

0.
60

0.
70

0.
80

0.
90

1.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

平
均
値

①
収
益
的
収
支
比
率

(
％
)

0.
00

0.
10

0.
20

0.
30

0.
40

0.
50

0.
60

0.
70

0.
80

0.
90

1.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

平
均
値

0.
00

0.
10

0.
20

0.
30

0.
40

0.
50

0.
60

0.
70

0.
80

0.
90

1.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

平
均
値

0.
00

10
0.
0
0

20
0.
0
0

30
0.
0
0

40
0.
00

50
0.
0
0

60
0.
0
0

70
0.
0
0

80
0.
0
0

90
0.
0
0

1,
00
0
.0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
0.
00

0.
00

0.
00

0.
00

0.
00

平
均

値
88

8.
8
0

85
5.
6
5

86
2.
9
9

78
2.
9
1

78
3.
2
1

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

48
.1
8

42
.9
1

48
.8
2

49
.3
7

46
.6
8

平
均
値

52
.5
5

52
.2
3

50
.0
6

49
.3
8

48
.5
3

0.
00

50
.0
0

10
0.
0
0

15
0.
0
0

20
0.
0
0

25
0.
0
0

30
0.
0
0

35
0.
0
0

40
0.
0
0

45
0.
0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

34
0.
2
2

38
1.
3
6

36
3.
6
6

36
8.
9
2

38
7.
1
7

平
均
値

29
2.
4
5

29
4.
05

30
9.
2
2

31
6.
97

32
6.
17

0.
00

50
.0
0

10
0.
0
0

15
0.
0
0

20
0.
0
0

25
0.
0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該
値

43
.2
4

44
.6
2

40
.3
2

40
.3
2

38
.1
7

平
均
値

51
.7
1

50
.5
6

47
.3
5

46
.3
6

22
8.
9
1

0.
00

20
.0
0

40
.0
0

60
.0
0

80
.0
0

10
0.
0
0

12
0.
0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
10
0.
0
0

10
0.
0
0

10
0.
0
0

10
0.
0
0

10
0.
0
0

平
均
値

82
.9
1

83
.8
5

81
.2
1

83
.0
8

82
.6
1

②
累
積
欠
損
金
比
率

(
％

)
③
流
動
比
率

(
％

)
④

企
業

債
残

高
対

事
業

規
模

比
率

(
％

)

⑤
経
費
回
収
率

(
％

)
⑥

汚
水

処
理

原
価
(
円

)
⑦
施
設
利
用
率

(％
)

⑧
水

洗
化

率
(
％

)

①
有
形
固
定
資
産
減
価
償
却
率

(％
)

②
管
渠
老
朽
化
率

(
％

)
③

管
渠

改
善

率
(
％

)

【
7
65
.0
5】

【
8
1.
92
】

【
22
4.
12

】
【

32
8.
76

】
【
4
8.
97
】

【
-】

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し
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様
式

第
2
号

（
法

適
用

企
業

・
収

益
的

収
支

）
投
資
・
財
政
計
画

（
収
支
計
画
）

総
合
計

（単
位
：千

円
，
％
）

年
　
　
　
　
　
　
度

前
々
年
度

前
年
度

区
　
　
　
　
　
　
分

（
決

算
）

決
算

見
込

１
．

(A
)

1
7
2
,4

4
2

1
6
8
,0

3
0

1
7
5
,3

6
2

1
8
0
,3

3
2

1
8
3
,2

2
4

1
8
6
,0

1
7

1
8
8
,9

3
0

1
9
0
,3

2
0

1
9
1
,6

7
0

1
9
3
,0

8
0

1
9
3
,4

4
3

1
9
3
,7

0
9

(1
)

1
72
,4
31

16
7,
93
0

17
5,
26
2

18
0,
23
2

18
3,
12
4

18
5,
91
7

18
8,
83
0

19
0,
22
0

19
1,
57
0

19
2,
98
0

19
3,
34
3

19
3,
60
9

(2
)

(B
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(3
)

11
10
0

10
0

10
0

10
0

10
0

10
0

10
0

10
0

10
0

10
0

10
0

２
．

1
9
9
,1

5
2

2
1
5
,8

0
3

6
7
5
,6

9
2

6
7
9
,1

8
3

6
9
1
,7

1
3

6
6
2
,9

7
0

6
6
5
,9

6
8

6
4
9
,0

6
5

6
3
4
,4

6
5

6
1
6
,6

9
0

6
2
0
,0

7
8

6
2
6
,2

5
9

(1
)

1
3
0
,7

6
3

1
3
8
,4

4
3

1
6
2
,6

6
9

1
5
0
,9

5
5

1
5
3
,5

2
7

1
5
5
,9

5
9

1
5
4
,6

5
2

1
5
0
,3

8
2

1
3
9
,4

4
8

1
3
6
,0

6
6

1
3
3
,2

2
9

1
3
1
,9

2
8

1
30
,7
63

13
8,
44
3

15
7,
58
8

14
5,
89
4

14
8,
46
2

15
2,
35
7

15
1,
23
2

14
6,
96
7

13
6,
03
6

13
2,
65
3

12
9,
81
4

12
8,
51
2

0
0

5,
08
1

5,
06
1

5,
06
5

3,
60
2

3,
42
0

3,
41
5

3,
41
2

3,
41
3

3,
41
5

3,
41
6

(2
)

0
0

43
1,
56
1

44
0,
90
4

44
6,
19
6

41
1,
52
3

42
1,
52
0

40
4,
26
0

40
1,
32
2

39
8,
14
8

39
4,
85
8

39
5,
15
6

(3
)

68
,3
89

77
,3
60

81
,4
62

87
,3
24

91
,9
90

95
,4
88

89
,7
96

94
,4
23

93
,6
95

82
,4
76

91
,9
91

99
,1
75

(C
)

3
7
1
,5

9
4

3
8
3
,8

3
3

8
5
1
,0

5
4

8
5
9
,5

1
5

8
7
4
,9

3
7

8
4
8
,9

8
7

8
5
4
,8

9
8

8
3
9
,3

8
5

8
2
6
,1

3
5

8
0
9
,7

7
0

8
1
3
,5

2
1

8
1
9
,9

6
8

１
．

2
5
9
,1

8
7

2
7
5
,1

3
2

7
4
8
,5

1
9

7
5
8
,0

8
4

7
7
5
,1

1
6

7
4
0
,2

8
1

7
5
7
,6

9
8

7
4
3
,4

9
8

7
3
7
,5

4
5

7
2
4
,6

5
6

7
3
0
,2

2
9

7
3
6
,4

1
0

(1
)

36
,8
89

28
,4
97

29
,6
47

38
,9
94

39
,1
89

39
,3
85

49
,6
60

49
,9
08

50
,1
58

50
,4
09

50
,6
61

50
,9
14

17
,6
42

12
,6
91

12
,9
71

17
,3
81

17
,4
68

17
,5
55

22
,6
92

22
,8
05

22
,9
19

23
,0
34

23
,1
49

23
,2
65

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

19
,2
47

15
,8
06

16
,6
76

21
,6
13

21
,7
21

21
,8
30

26
,9
68

27
,1
03

27
,2
39

27
,3
75

27
,5
12

27
,6
49

(2
)

2
2
2
,2

9
8

2
4
6
,6

3
5

2
7
6
,7

3
6

2
6
7
,4

8
7

2
7
9
,0

2
8

2
8
0
,5

0
2

2
7
7
,9

3
9

2
8
0
,8

1
9

2
7
7
,5

6
7

2
6
7
,5

9
8

2
7
6
,2

0
9

2
8
1
,8

3
8

26
,2
91

33
,0
98

40
,3
63

42
,5
21

42
,6
78

42
,8
36

42
,6
69

42
,5
03

42
,3
36

42
,1
70

42
,0
03

41
,8
37

45
,9
41

52
,2
23

62
,6
70

61
,2
40

68
,0
15

71
,8
23

69
,4
75

72
,5
15

71
,7
35

59
,5
55

71
,9
05

77
,7
25

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
50
,0
66

16
1,
31
4

17
3,
70
4

16
3,
72
7

16
8,
33
6

16
5,
84
3

16
5,
79
5

16
5,
80
1

16
3,
49
6

16
5,
87
3

16
2,
30
1

16
2,
27
6

(3
)

0
0

44
2,
13
6

45
1,
60
3

45
6,
89
9

42
0,
39
4

43
0,
09
9

41
2,
77
1

40
9,
82
0

40
6,
64
9

40
3,
35
9

40
3,
65
8

２
．

7
8
,0

8
7

7
4
,4

4
3

7
1
,8

0
2

7
1
,4

2
3

6
9
,7

4
8

6
7
,8

7
8

6
5
,9

2
7

6
2
,6

1
2

5
8
,2

3
8

5
4
,0

0
0

4
9
,7

3
3

4
5
,4

8
7

(1
)

78
,0
87

74
,4
43

71
,8
02

71
,4
23

69
,7
48

67
,8
78

65
,9
27

62
,6
12

58
,2
38

54
,0
00

49
,7
33

45
,4
87

(2
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(D
)

3
3
7
,2

7
4

3
4
9
,5

7
5

8
2
0
,3

2
1

8
2
9
,5

0
7

8
4
4
,8

6
4

8
0
8
,1

5
9

8
2
3
,6

2
5

8
0
6
,1

1
0

7
9
5
,7

8
3

7
7
8
,6

5
6

7
7
9
,9

6
2

7
8
1
,8

9
7

(E
)

3
4
,3

2
0

3
4
,2

5
8

3
0
,7

3
2

3
0
,0

0
8

3
0
,0

7
3

4
0
,8

2
8

3
1
,2

7
3

3
3
,2

7
6

3
0
,3

5
2

3
1
,1

1
3

3
3
,5

6
0

3
8
,0

7
1

(F
)

(G
)

(H
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

3
4
,3

2
0

3
4
,2

5
8

3
0
,7

3
2

3
0
,0

0
8

3
0
,0

7
3

4
0
,8

2
8

3
1
,2

7
3

3
3
,2

7
6

3
0
,3

5
2

3
1
,1

1
3

3
3
,5

6
0

3
8
,0

7
1

(I
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(J
)

0
0

34
5,
07
1

35
0,
05
7

35
5,
87
0

36
8,
09
7

35
3,
06
7

35
8,
60
0

35
8,
05
3

35
5,
77
3

35
1,
36
9

34
6,
09
1

0
0

17
,9
16

18
,4
54

18
,9
37

19
,4
10

19
,8
96

20
,1
57

20
,4
08

20
,6
72

20
,7
73

20
,8
65

(K
)

0
0

23
6,
56
8

25
6,
30
8

27
0,
24
8

28
7,
40
7

29
4,
85
0

31
1,
69
7

32
5,
31
8

33
2,
05
1

35
1,
99
9

34
6,
58
0

3
03
,7
58

31
9,
24
0

31
2,
80
3

33
1,
00
0

34
8,
83
1

37
5,
61
5

38
6,
35
3

39
5,
80
6

38
4,
01
5

37
7,
91
1

37
3,
23
4

34
7,
59
9

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

23
,2
30

24
,4
65

26
,8
63

28
,2
71

27
,5
14

28
,5
52

28
,3
18

24
,2
83

28
,4
25

30
,3
90

( 
I 

)
(A

)-
(B

)

(L
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(M
)

1
72
,4
42

16
8,
03
0

17
5,
36
2

18
0,
33
2

18
3,
22
4

18
6,
01
7

18
8,
93
0

19
0,
32
0

19
1,
67
0

19
3,
08
0

19
3,
44
3

19
3,
70
9

(N
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(O
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(P
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

令
和
１
０
年
度

他
会

計
補

助
金

長
期

前
受

金
戻

入

令
和
７
年
度

令
和
８
年
度

令
和
９
年
度

特
別

利
益

支
出

計
経

常
損

益
(C

)-
(D

)

修
繕

費
材

料
費

支
払

利
息

地
方
財
政
法
施
行
令
第
15
条
第
１
項
に
よ
り
算
定
し
た

資
金

の
不

足
額

令
和
１
１
年
度

令
和
１
２
年
度

令
和
１
３
年
度

令
和
１
４
年
度

収 益 的 収 支

収 益 的 収 入

営
業

収
益

料
金

収
入

受
託

工
事

収
益

そ
の

他

本
年
度

令
和
６
年
度

営
業

外
収

益
補

助
金

そ
の

他
補

助
金

そ
の

他
収

入
計

収 益 的 支 出

営
業

費
用

職
員

給
与

費

そ
の

他
経

費

そ
の

他
減

価
償

却
費

営
業

外
費

用

そ
の

他

基
本

給
退

職
給

付
費

動
力

費

特
別

損
失

特
別

損
益

(F
)-

(G
)

当
年

度
純

利
益

（
又

は
純

損
失

）
(E

)+
(H

)
繰

越
利

益
剰

余
金

又
は

累
積

欠
損

金

う
ち

未
収

金
流

動
資

産

累
積

欠
損

金
比

率
（

×
1
0
0

）

う
ち

建
設

改
良

費
分

う
ち

一
時

借
入

金

流
動

負
債

う
ち

未
払

金

(A
)-
(B
)

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
(（
L
）/
（M
）
×
10
0
)

健
全

化
法

施
行

令
第
1
7
条

に
よ

り
算

定
し

た
事

業
の

規
模

健
全
化
法
第
22
条
に
よ
り
算
定
し
た

資
金

不
足

比
率

(（
N
）
/（
P
）×

10
0
)

健
全

化
法

施
行

令
第
1
6
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額

健
全

化
法

施
行

規
則

第
６

条
に

規
定

す
る

解
消

可
能

資
金

不
足

額

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
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様
式

第
2
号

（
法

適
用

企
業

・
資

本
的

収
支

）
投
資
・
財
政
計
画

（
収
支
計
画
）

総
合
計

（単
位
：千

円
）

年
　
　
　
　
　
度

前
々
年
度

前
年
度

区
　
　
　
　
　
分

（
決

算
）

決
算

見
込

１
．

19
7,
42
3

2
8
2,
80
0

3
9
8,
10
0

30
5,
50
0

30
2,
40
0

31
9,
30
0

23
7,
60
0

15
7,
30
0

15
3,
00
0

12
0,
70
0

10
7,
30
0

96
,1
00

23
,2
00

4
1
,2
00

7
7,
70
0

53
,7
00

71
,0
00

87
,9
00

11
1,
50
0

11
6,
50
0

11
2,
20
0

93
,5
00

80
,1
00

68
,9
00

２
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

３
．

26
2,
84
1

2
6
1,
73
4

2
3
7,
30
5

24
9,
01
9

24
6,
45
2

24
4,
01
0

24
5,
33
5

24
9,
57
3

26
0,
50
3

26
3,
83
5

26
6,
71
9

26
8,
01
4

４
．

0
3
6
6

1
,4
20

5,
49
3

7,
59
3

8,
18
3

8,
41
5

8,
41
5

8,
41
5

8,
41
5

8,
41
5

8,
41
5

５
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

６
．

17
6,
83
3

1
3
4,
45
0

2
1
9,
75
0

16
7,
50
0

14
5,
00
0

14
5,
00
0

80
,0
00

35
,0
00

35
,0
00

20
,0
00

20
,0
00

20
,0
00

７
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

８
．

22
,9
55

1
7
,8
42

1
2,
31
4

30
,9
94

31
,5
61

32
,3
56

32
,3
56

0
0

0
0

0

９
．

0
5
7
,4
00

2
7,
00
0

12
,1
00

12
,1
00

12
,1
00

12
,1
00

0
0

0
0

0

(A
)

66
0,
05
2

7
5
4,
59
2

8
9
5,
88
9

77
0,
60
6

74
5,
10
6

76
0,
94
9

61
5,
80
6

45
0,
28
8

45
6,
91
8

41
2,
95
0

40
2,
43
4

39
2,
52
9

(B
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(C
)

6
6
0
,0

5
2

7
5
4
,5

9
2

8
9
5
,8

8
9

7
7
0
,6

0
6

7
4
5
,1

0
6

7
6
0
,9

4
9

6
1
5
,8

0
6

4
5
0
,2

8
8

4
5
6
,9

1
8

4
1
2
,9

5
0

4
0
2
,4

3
4

3
9
2
,5

2
9

１
．

40
4,
65
5

4
7
4,
33
4

6
1
8,
50
0

47
6,
10
0

43
1,
10
0

43
1,
10
0

24
1,
10
0

80
,0
00

80
,0
00

50
,0
00

50
,0
00

50
,0
00

9
,3
0
0

1
5
,5
26

2
8,
09
3

35
,5
20

29
,2
92

29
,4
39

14
,7
93

14
,8
67

14
,9
41

15
,0
16

15
,0
91

15
,1
66

２
．

28
6,
44
7

3
0
3,
75
8

3
1
9,
24
0

31
2,
80
3

33
1,
00
0

34
8,
83
1

37
5,
61
5

38
6,
35
3

39
5,
80
6

38
4,
01
5

37
7,
91
1

37
3,
23
4

３
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

４
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

５
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(D
)

6
9
1
,1

0
2

7
7
8
,0

9
2

9
3
7
,7

4
0

7
8
8
,9

0
3

7
6
2
,1

0
0

7
7
9
,9

3
1

6
1
6
,7

1
5

4
6
6
,3

5
3

4
7
5
,8

0
6

4
3
4
,0

1
5

4
2
7
,9

1
1

4
2
3
,2

3
4

(E
)

3
1
,0

5
0

2
3
,5

0
0

4
1
,8

5
1

1
8
,2

9
7

1
6
,9

9
4

1
8
,9

8
2

9
0
9

1
6
,0

6
5

1
8
,8

8
8

2
1
,0

6
5

2
5
,4

7
7

3
0
,7

0
5

１
．

31
,0
50

2
3
,5
00

3
0,
73
2

18
,2
97

16
,9
94

18
,9
82

90
9

16
,0
65

18
,8
88

21
,0
65

25
,4
77

30
,7
05

２
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

３
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

４
．

0
0

3
19

0
0

0
0

0
0

0
0

0

(F
)

3
1
,0

5
0

2
3
,5

0
0

3
1
,0

5
1

1
8
,2

9
7

1
6
,9

9
4

1
8
,9

8
2

9
0
9

1
6
,0

6
5

1
8
,8

8
8

2
1
,0

6
5

2
5
,4

7
7

3
0
,7

0
5

0
0

1
0
,8

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

(G
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(H
)

6
,3
07
,6
5
7

6
,2
6
0,
77
6

5
,9
7
0,
80
1

6,
04
0,
40
0

6,
00
7,
80
1

5,
95
4,
79
9

5,
89
8,
07
9

5,
74
0,
01
1

5,
49
8,
90
8

5,
26
3,
70
1

5,
00
0,
60
4

4,
72
7,
16
0

○
他
会
計
繰
入
金

（単
位
：千

円
）

年
　
　
　
　
　
度

前
々
年
度

前
年
度

区
　
　
　
　
　
分

（
決

算
）

決
算

見
込

13
0,
76
3

1
3
8,
44
3

1
6
2,
63
9

15
0,
93
3

15
3,
50
5

15
5,
93
7

15
4,
63
0

15
0,
36
0

13
9,
42
6

13
6,
04
4

13
3,
20
7

13
1,
90
6

78
,4
93

7
4
,9
02

7
4
,7
16

76
,1
14

75
,8
04

76
,7
15

76
,3
92

74
,5
77

73
,0
25

72
,3
65

72
,5
10

73
,4
93

5
2,
27
0

63
,5
41

87
,9
23

74
,8
19

77
,7
01

79
,2
22

78
,2
38

75
,7
83

66
,4
01

63
,6
79

60
,6
97

58
,4
13

2
62
,8
41

24
6
,2
3
4

23
7
,3
05

24
9,
01
9

24
6,
45
2

24
4,
01
0

24
5,
33
5

24
9,
57
3

26
0,
50
3

26
3,
83
5

26
6,
71
9

26
8,
01
4

2
62
,8
41

24
6
,2
3
4

23
7
,3
05

24
9,
01
9

24
6,
45
2

24
4,
01
0

24
5,
33
5

24
9,
57
3

26
0,
50
3

26
3,
83
5

26
6,
71
9

26
8,
01
4

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

39
3
,6
04

3
8
4,
67
7

3
9
9,
94
4

39
9,
95
2

39
9,
95
7

39
9,
94
7

39
9,
96
5

39
9,
93
3

39
9,
92
9

39
9,
87
9

39
9,
92
6

39
9,
92
0

令
和
１
４
年
度

企
業

債

う
ち

資
本

費
平

準
化

債

他
会

計
出

資
金

他
会

計
補

助
金

本
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

令
和
８
年
度

令
和
９
年
度

令
和
１
０
年
度

計

そ
の

他

令
和
１
１
年
度

令
和
１
２
年
度

令
和
１
３
年
度

他
会

計
負

担
金

(A
)の

う
ち

翌
年

度
へ

繰
り

越
さ

れ
る

支
出

の
財

源
充

当
額

純
計

(A
)-

(B
)

資 本 的 支 出

建
設

改
良

費

う
ち

職
員

給
与

費

企
業

債
償

還
金

他
会

計
長

期
借

入
返

還
金

他
会

計
へ

の
支

出
金

資 本 的 収 入

そ
の

他

計

他
会

計
借

入
金

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

固
定

資
産

売
却

代
金

工
事

負
担

金

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

合
計

令
和
１
３
年
度

資 本 的 収 支 補
塡

財
源

不
足

額
(E

)-
(F

)

他
会

計
借

入
金

残
高

企
業

債
残

高

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
  
  
 　

　
  
  
(D

)-
(C

)

補 塡 財 源

損
益

勘
定

留
保

資
金

利
益

剰
余

金
処

分
額

繰
越

工
事

資
金

そ
の

他

計

令
和
１
４
年
度

収
益

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本

的
収

支
分

令
和
７
年
度

令
和
８
年
度

令
和
９
年
度

令
和
１
０
年
度

令
和
１
１
年
度

令
和
１
２
年
度

令
和
６
年
度

本
年
度
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